
■財政健全化指標関係　将来負担比率の状況
（単位：千円）

令和元年度 平成30年度 増　　減 備　　考

将来負担額 ①～⑧の合計 A 72,116,840 71,869,293 247,547

地方債の現在高 一般会計 ① 38,787,304 39,217,931 △ 430,627

丹後地区土地開発公社分 0 0 0

老人福祉施設等償還補助金分 3,000 6,180 △ 3,180 利息分は対象外

計 ② 3,000 6,180 △ 3,180

水道事業会計 3,638,004 94,276 3,543,728 令和元年度より簡易水道事業が統合

病院事業会計 4,358,903 4,511,821 △ 152,918

簡易水道事業特別会計 - 3,497,542 △ 3,497,542

集落排水事業特別会計 1,817,473 1,832,633 △ 15,160

公共下水道事業特別会計 18,466,388 17,806,053 660,335

浄化槽整備事業特別会計 818,014 701,406 116,608

工業用地造成事業特別会計 0 0 0 一般会計からの繰入がないためゼロ

市民太陽光発電所事業特別会計 0 0 0 一般会計からの繰入がないためゼロ

国民健康保険直営診療所事業特別会計 102,188 71,543 30,645

介護サービス事業特別会計 29,326 18,317 11,009

計 ③ 29,230,296 28,533,591 696,705

一部事務組合等負担見込額 住宅新築資金等貸付事業管理組合 ④ 1,400 2,246 △ 846

一般会計等対象職員 4,517,736 4,612,528 △ 94,792 R元：606人、H30：613人

特別職 35,361 29,787 5,574

組合積立金控除額 △ 458,257 △ 532,970 74,713

計 ⑤ 4,094,840 4,109,345 △ 14,505

地方道路公社 0 0 0 該当なし

土地開発公社 0 0 0 債務補償契約を締結していない

第三セクター等 0 0 0 　　　　　　〃

計 ⑥ 0 0 0

連結実質赤字額 当該年度連結実質赤字額 ⑦ 0 0 0

京都府市町村職員退職手当組合 0 0 0 組合等の決算が黒字のためゼロ

京都府後期高齢者医療広域連合 0 0 0 　　　　　　〃

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 0 0 0 　　　　　　〃

京都府自治会館管理組合 0 0 0 　　　　　　〃

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合 0 0 0 　　　　　　〃

京都地方税機構 0 0 0 　　　　　　〃

計 ⑧ 0 0 0

区　　　　　分

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

組合等連結実質赤字額負担見込額



（単位：千円）

令和元年度 平成30年度 増　　減 備　　考区　　　　　分

充当可能財源等 ⑨～⑪の合計 B 50,954,808 51,998,804 △ 1,043,996

一般会計基金（地域振興基金等を除く） 5,930,614 6,168,291 △ 237,677

土地開発基金 12,279 12,278 1 現金分のみ

国民健康保険事業基金 5,363 5,360 3

介護給付費準備基金 260,956 240,838 20,118

介護サービス事業基金 296 296 0

国民健康保険高額療養費資金貸付基金 32,128 32,126 2 現金分のみ

計 ⑨ 6,241,636 6,459,189 △ 217,553

ふるさと融資貸付金元金償還金 242,032 292,078 △ 50,046

市営住宅使用料 222,987 339,332 △ 116,345

都市計画税（公債費充当分） 0 0 0 滞納繰越分のみのため充当できない

計 ⑩ 465,019 631,410 △ 166,391

基準財政需要額算入見込額 公債費残高に対する交付税算入額 ⑪ 44,248,153 44,908,205 △ 660,052

標準財政規模 C 19,753,202 20,081,573 △ 328,371

標準税収入額等 6,497,708 6,488,804 8,904

普通交付税額 12,617,374 12,727,337 △ 109,963

臨時財政対策債 638,120 865,432 △ 227,312

算入公債費 D 4,408,563 4,454,619 △ 46,056

災害復旧費等 3,180,209 3,223,810 △ 43,601

災害復旧費等（準元利償還金分） 257,407 232,916 24,491 特別会計等の公債費分

事業費補正により算入された公債費 119,528 172,733 △ 53,205

事業費補正による算入公債費（準元利償還金分） 631,717 603,984 27,733 特別会計等の公債費分

密度補正により算入された元利償還金 8,352 8,352 0

密度補正により算入された準元利償還金 211,350 212,824 △ 1,474 特別会計等の公債費分

◆将来負担比率の算式

＜分子＞　　将来負担額 A　－　充当可能財源等 B α 21,162,032 19,870,489 1,291,543

＜分母＞　　標準財政規模 C　－　算入公債費 D β 15,344,639 15,626,954 △ 282,315

将来負担比率（α/β） 137.9% 127.1% 10.8ﾎﾟｲﾝﾄ

充当可能基金

充当可能特定歳入

標準財政規模

算入公債費


